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補 論：ボランティアの経済理論

利他的動機

アダム・スミスは、個々の経済主体は利己的に行動しても、市場がうまく機能すれば、

望ましい社会的状態が達成されるとする予定調和の世界を描いた。今なお近代経済学の

分析の主流は利己的行動にある。しかし、自分自身が満足するための行動だけで経済学

的に説明がつかない現象があり、この問題をゲイリー・ベッカーが一連の研究（Becker 
[1974], [1976], [1981], [1991]）の中で取り組み、理論は大きく前進することとなった。 
ベッカーは利他的行動がいかに経済合理的な行動であるかを説明しようとした。その

理論は同一世代における子供の養育や介護など家族内の見返りのない贈与に関する研究

であったが、その後ロバート・バローによって世代間への贈与へと拡張された（Barro 
[1974]）。その後、利他的行動の範囲が家族内でなく社会に置き換えられるようになり、
この経済モデルはさらに拡張し（Andoreoni[1989],[1990]）、利他的な寄付やボランティ
アのモデルが試行錯誤しながら形作られていくことになる69。

ここで利他的行動について一歩踏み込んで考えてみたい。利他的行動を行う人は、行

動を起こす対象が「幸せ」であるという結果が得られるのであれば、誰が寄付しようが

ボランティアをしようがかまわない、という考えを持つ。つまり、複数寄付者やボラン

ティアがいる場合、周りの行動に注目しながら自分自身の行動を他人がどのように行動

するかによって供給量を決定させることになる。これを「ナッシュ推測」といい、この

推測下で成立する均衡を「ナッシュ均衡」という。各個人の支出しようとする寄付額は、

自分以外が支出しようとするであろう寄付額を前提にした時、各人の効用の最大化を達

成するように決定され、他人の戦略が変わらない限り、自分の意思決定も変えないとい

うのがナッシュ均衡の特徴である。

わかりやすく説明しよう。例えば、ある人が利己的な動機で外国人に日本語を教える

ボランティアをしているとしよう。この場合、政府が外国人に日本語を教える事業を開

始したとしても、この人はこれまでのボランティア活動をやめないだろう。しかし、利

他的動機による行為であれば、政府が外国人に日本語を教えるようになったら、この人

は自分の活動をやめたり減らしたりして、日本語教授サービスの全体量が一定になるよ

うに調整することになるだろう（小野・山内[1997]）。
マクロ経済学上、利他的動機によるボランティア活動は、政府の供給行動と反対方向

に変動し、相殺されて全体の供給量は増えない。さらに、この考えのもとでは誰しも支

出を抑えることが効用最大化に繋がるため、他人の寄付を当てにすることになり、ただ

                                                  
69 山内[1997]、[2001a]参照。 
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乗り（free rider）の問題が発生する70。
それでは、利己的行動はどのように説明されるのだろうか。経済学では、個人は自ら

の効用を最大化するように行動することを前提としている71。効用関数を使ったモデル

は消費モデル（consumption model）とも呼ばれ、ボランティア活動は消費財として扱
われている。また、人的資本論をベースとした投資モデル（investment model）も存在
する。 
 
消費的動機

ボランティアや寄付を消費的行動と捉える理論がある。消費モデルでは、ボランティ

アすることを旅行したりスポーツしたりショッピングしたりすることと同じ効用を得る

消費財として考える (Menchik and Weisbrod[1987], Freeman[1997]、山内[1997]等) 。
効用関数では、余暇時間、ボランティア時間、寄付額、消費支出が説明変数となってい

る72。また、理論上、ボランティアは時間による寄付の一種であると考える。すなわち、

                                                  
70 中島・中野・今田[2005]は、『社会生活基本調査』の昭和 56年以降の個票データを使い、ボランティア供
給行動を分析している。その結果、社会対象のボランティア活動ほど地域性が影響し、都市部においてフリ

ーライダーが発生しやすいことを示唆している。
71 近代経済学では、ボランティアの労働供給行動や寄付行動を、効用関数を使って説明しようとする。「効
用」は「選好」された選択肢が高い効用（値）を付置するような数的表現として表される。また、人は合理

的選択というアプローチにより、常に効用を最大化する選好を行うという前提条件がある。このことについ

て、アマルティア・センは、本来異質な概念である選好、利害、厚生、選択を全く区別できない経済人―合

理的馬鹿―を理論の基礎に据える近代経済学の「効用」の概念に対し、痛烈な批判を浴びせている。センは、

人の選好には、その個人の利害関心を反映させる主観的選好のみならず、自分の利害関心を意識的に離れ、

衡平や正義など没個性的な観点、社会的選好も含まれているとする。例えるなら個人の味覚に従って紅茶か

コーヒーを選ぶという選択と、他人への義務を考慮した上でストライキに参加するか否かを選択することや、

あるいは同情や引くに引かれぬ感情から懸命に働いたり慈善を行ったりすることとの間には途方もない差

異があるとする。社会的選好とは、「善き生 well-being」を達成するために、時に自らの手の届く選択肢よ
りも低いレベルの個人的厚生を他人を顧慮するゆえにもたらす行為を選択するということで定義される。社

会関係の中の個人は、窮地にある他人に対して想像上の境遇の交換を通じて同情を抱き、自己の利害を度外

視して行動する動機を持つに至る。これをセンは「コミットメント」と称している。また、人は自分の「善

き生well-being」に直接結びついているかどうかに関わらず、追求する理由がある目標（母国の独立を目指
すとか、自分の地域社会の繁栄を目指す等）を実現していくことを「エージェンシーとしての達成」と称し

ている（Sen[1982]、[1985a]、[1985b]）。
72 Menchik and Weisbrod[1987]の消費モデルの効用関数は 1t（余暇時間）、 vt （ボランティア時間）、D（寄
付額）、C（消費支出）からなる。 

),,,( 1 CDttUU v .     (1) 
(1)の効用関数を次の時間と予算の制約の下に最大化する。時間制約式は、 

1tttT vm     .     (2) 
T は生活活動時間、 mt は賃金労働に費やす時間である。予算制約式は、 

)1)((      DywtC m .     (3) 
y は非労働収入、 は所得税率である。寄付額に応じて所得税控除されるように設計されている。 
山内[1997]のモデルでは、市場での労働（Ｗ）、ボランティア活動（Ｖ）、レジャー活動（Ｅ）、通常の財・
サービスの消費（Ｘ）、金銭の寄付（Ｄ）という５種類の活動から効用を得るとみなし、それらを含む効用
関数Ｕ＝Ｕ（Ｗ,Ｖ,Ｅ,Ｘ,Ｄ）を最大化させる。時間制約式はＴ＝Ｗ＋Ｖ＋Ｅで表される。また、予算制約式
はＰｘＸ＋ＰｄＤ＝ＰｗＷのように表される。Ｐｗは市場賃金率、Ｐｘは消費財の価格、Ｐｄは寄付財の価
格である。 
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機会費用（ある人がボランティアを行った時間に稼げたとする費用）を寄付していると

考える。

消費モデルは、現時点でボランティアを行うことが同時点での効用につながる。これ

らのモデルから、労働市場での時間当たり賃金率はボランティア活動の機会費用である

ため、賃金率の上昇はボランティア活動を抑制させる方向に動くということが導出され

る。つまり、ボランティアする本人が、より高い賃金を得る仕事（例えば会社社長、医

者や弁護士など）に就いているならば、ボランティアを行うよりも、労働市場で働いて

その分の金銭的寄付を行う方が、効率がいいということになる。また、理論上、世帯収

入が高ければより長い時間ボランティアを行うという仮説（ボランティア時間に対する

正の所得効果）もある。つまり、ボランティアの多くが専業主婦や高齢者である理由は、

世帯収入の高さにあるのではないかという考えである73。 
 
投資的動機

投資モデルは、ベッカーの人的資本理論（Becker [1975]）の応用で、ボランティアを
経験や知識、技能が蓄積される 1つの手段としてとらえ、将来的な就職や転職時の賃金
上昇につなげるという、Menchik and Weisbrod[1987]が示した利己的なモデルである74。

                                                                                                                                                     
また、Freeman[1997]も効用関数モデルの中に、一般消費財や余暇時間に加えて「チャリティ(Charity)」と
いう変数を入れている。「チャリティ」はボランティア時間と寄付額を変数としている。効用関数は、

),,( CLGUU  で表され、変数Ｇ：消費財、Ｌ：余暇、Ｃ：慈善活動によって構成される。Ｃはさらに

ボランティア時間（Tv）と賃金率（W）、寄付額（D）の２つの要素によって構成される。すなわち、
),( vWTDCC  。予算制約式は YWTDG w    、時間制約式は 1   LTT vw 。Twは賃金労働

時間、Yは非労働所得、Lは余暇時間である。
73 Menchik and Weisbrod[1987]実証分析の結果、ボランティア供給は賃金率とは負の関係にあることを明
らかにしている。つまり、例えば女性の市場賃金率が、学歴の向上や差別の解消、コンパラブル・ワースな

どによって上昇すれば、ボランティアに占める女性の割合は減少することが考えられる。しかし、世帯収入

が高ければより長い時間ボランティアを行うという仮説については決定的な結果は得られていない。

Freeman[1997]はボランティア時間と1時間あたり賃金について決定的な代替効果は観察できなかったと報
告している。また、労働時間とボランティア時間についても単純な相関関係は見られないと述べている。山

内[2001b]は、世帯主と配偶者に分けてボランティア時間の決定要因の推定を行っているが、世帯主の可処
分所得とボランティア時間には説明できる関係はないとしている。ただ、配偶者の可処分所得とボランティ

ア時間には負の関係が確認されている。跡田・福重[2000]は、首都圏の中高年ボランティアの参加要因とボ
ランティア時間の決定要因を推定し、賃金率はボランティア時間に対して有意に負の関係を示している。前

川[2000]は、阪神淡路大震災直後に避難所でボランティア活動に携わった人々への意識調査を通じてボラン
ティア活動日数に対し参加者の賃金が有意に負の関係を持つことを確認している。
74投資モデルでは、ボランティアを行った場合の将来的賃金率を iW ' とし、何も行わなかった場合の賃金率
を iW とした場合、2種類の賃金率の関係を次のように示すことができる。 

),(' VVWW ii    （for i=1, 2,  , N.）Vはボランティア時間を表し、変数π(V)は、1時間ボランティアす
るごとの平均賃金上昇率を表す。この理論でのボランティアの目的は、ボランティア労働を通じて生じる実

質利益を最大化することである。つまり、生涯所得(F)を最大化することである。 
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右辺第 1項は、第 0期にボランティア活動を行っている時の収入を表している。Hは労働に費やされる時間
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たとえ現時点でボランティア活動を行うことは苦痛であっても後に回収した時に効用に

つながるのならば、ボランティアを行う。つまり、ボランティアはキャリアアップにつ

ながるとか、技術を修得できるとか何か別の目標のための「投資」の手段であって、ボ

ランティア活動自体が目的ではない。

投資モデルでは人的投資から回収までに 2 期が設定され、第 1 期のボランティア時間
が第 2 期における賃金率を決定することになる。投資モデルでは、ボランティアは第 1
期の機会費用を上回る賃金率を確保できると就職する（第 2期）75。
投資モデルが説かれた背景に、アメリカではボランティア活動に従事していたという

経験が、その後の就業に有利に作用するという事情がある。アメリカの「国内ボランテ

ィア振興法（The Domestic Volunteer Service Act）」においても、企業の経営者などに
ボランティア活動を行った者を採用の際に評価する項目を設けることを促している。日

本では、アメリカのように人的資本投資の目的でボランティアを行う人は少ないと思わ

れるが、将来的な賃金率の上昇という形で具現化しないまでも、就職する際にボランテ

ィア活動の経験が有利に作用する可能性はある。特に若年層でボランティア活動に参加

する人々は経験を積みたいという人が多く、インターンシップ制度はそうした若者のニ

ーズをうまくくみ取った制度であるといえよう。また、この投資モデルのボランティア

は利己的であるがゆえにインセンティブが働きやすい。自らの能力開発に熱心なことか

ら仕事にも熱心に取り組むであろう。必要な教育訓練を行う等、マネジメントの如何に

よって NPOの戦力にもなりえるのである。
この理論では、ボランティアは利己的で投資的動機をもつため、能力を高め、自らの

市場賃金（機会費用）が高まると転職すると仮定されている。そのため、NPOからすれ
ばせっかく教育訓練を行って仮に職員になったとしても、NPOでの賃金が低ければ外部
に流出してしまうというリスクを持つことになる。 
 
 

                                                                                                                                                     
を表し、ボランティア活動は労働時間を削って費やされる。右辺第 2項はボランティア活動を終えた後の第
1期以降の各期の収入を表し、分子のｒは各期の利子率を表している。つまり、人的資本投資から回収まで
に第 0～i期の期間が設定され、第 0期のボランティア時間が第 i期における賃金率を決定する。
75 Day and Devlin[1998]は、カナダにおける調査データを使用し、Menchik and Weisbrodの投資モデルの
仮説を検証した。実証分析結果から、ボランティア活動が年間 6～７％の年収の正所得効果があることを確
認している。 
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資 料 
資料 1 労働力人口における NPO就業者とボランティア比率、ボランティアの規模 

就業者 ボランティア

オランダ 14.4% 9.2% 5.1% 1,962 $16,991.60
ベルギー 10.9% 8.6% 2.3% 809 $4,197.70
アイルランド 10.4% 8.3% 2.1% 293 $715.60
アメリカ 9.8% 6.3% 3.5% 44,564 $109,012.60
イギリス 8.5% 4.8% 3.6% 14,357 $21,976.20
イスラエル 8.0% 6.6% 1.4% 235 $894.70
フランス 7.6% 3.7% 3.7% 6,536 $41,929.60
ノルウェー 7.2% 2.7% 4.4% 1,847 $4,255.80
スウェーデン 7.1% 1.7% 5.1% 2,009 $10,206.10
オーストラリア 6.3% 4.4% 1.9% 1,832 $4,484.80
ドイツ 5.9% 3.5% 2.3% 7,071 $48,433.00
フィンランド 5.3% 2.4% 2.8% 326 $2,657.50
オーストリア 4.9% 3.8% 1.1% 550 $1,380.40
アルゼンチン 4.8% 2.9% 1.9% 1,913 $2,693.20
スペイン 4.3% 2.8% 1.5% 1,681 $7,055.10
日本 4.2% 3.2% 1.0% 485 $23,354.80
イタリア 3.8% 2.3% 1.5% 2,048 $8,290.70
南アフリカ 3.4% 1.8% 1.6% 2,659 $960.50
エジプト 2.8% 2.7% 0.1% 233 $22.10
ペルー 2.5% 1.5% 0.9% 729 $38.20
コロンビア 2.4% 1.8% 0.6% 1,149 $229.10
韓国 2.4% 1.9% 0.6% 1,204 $2,433.20
ウガンダ 2.3% 0.9% 1.3% 2,606 $30.50
ケニア 2.1% 1.3% 0.8% 955 $52.00
タンザニア 2.1% 0.5% 1.5% 2,092 $289.50
チェコ 2.0% 1.3% 0.7% 381 $196.40
フィリピン 1.9% 0.7% 1.2% 2,833 $775.90
ブラジル 1.6% 1.4% 0.2% 6,483 $754.10
モロッコ 1.5% 0.7% 0.8% 699 $98.40
インド 1.4% 0.6% 0.8% 16,490 $1,355.90
ハンガリー 1.1% 0.9% 0.2% 277 $49.70
パキスタン 1.0% 0.6% 0.4% 133 $68.10
ポーランド 0.8% 0.6% 0.2% 3,614 $150.80
ルーマニア 0.8% 0.4% 0.4% 325 $155.00
スロバキア 0.8% 0.6% 0.2% 149 $7.30
メキシコ 0.4% 0.3% 0.1% 30 $219.60
36カ国合計 4.4% 2.7% 1.6% 131,557 $316,415.60
データ出所）JHCNP．

ボランティアの
経済規模
（百万ドル）

国名 合計
ボランティア数
（千人）
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資料 2 NPOで活動する人々の類型（JILPT‐NPO法人調査で使用した活動者の定義） 
 

名称 ことばの説明 

 理事長、理事、監査役など役員名簿に記載されて

いる者 

 

役
員 

有給役員 役員のうち報酬を得て実際に労働している者 

正規職員 フルタイムで働き、正規社員、正規従業員と呼ば

れるタイプの者 

非正規職員 パート、アルバイト、契約、派遣社員と呼ばれる

タイプの者 

有
給
職
員 

出向職員 母体や支援組織などからの出向社員。人件費は出

向元負担 

有償ボランティア 給与ではないが、必要経費や謝金などの支給を受

けている者。 

事務局ボランティア 主に事務局業務を担うボランティア 
無
償
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア その他ボランティア 事務局業務以外の活動を行うボランティア 
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資料 3 聞きとり調査対象団体のプロフィール 
 A団体（NPO法人） B団体（NPO法人） 

活動地域 千葉県 神奈川県 
設立年

認証年 
1994年
1999年 

1994年
1999年 

活動分野、

事業内容 
保健、医療又は福祉の増進を図る活動（高齢者福

祉、介護分野）

・ 「助け合い」事業

・ 介護保険事業

・ 自治体からの委託事業 

保健、医療又は福祉の増進を図る活動（高齢者福

祉、介護分野）

・ 「助け合い」事業

・ 介護保険事業

・ 身体障害者居宅介護事業 
活動人数

 
有給職員、常勤 7人
有給職員、非常勤（パート、ヘルパー）26人
有償ボランティア（登録）555人、（実働）108人 
無償ボランティア 35人 

有給職員、常勤 5人
有給職員、非常勤（パート）3人、
有給職員、非常勤ヘルパー（登録）約 40人
有償ボランティア「協力員」（登録）約 150人、（実
働）35人
無償ボランティア 0人 

財政規模、

会員数 
(2003年度) 

約 1億 5400万円
会員数約 1000人 

約 6000万円
会員数約 240人 

年 会 費 、

「助け合

い活動」の

利用費 

入会金 1000円
年会費 3000円
「助け合い活動」の利用は、

あらかじめ会員切符を購入、

利用者は、会員切符で謝礼 1時間 600円分と、交
通費一律 200円分を有償ボランティアにわたし、
事務局運営費 1時間 200円分を寄付する。
点数預託有り。 

入会金 1000円
年会費 2000円
「助け合い活動」の利用は、

あらかじめ会員切符を購入、

利用者は、会員切符で謝金 1時間 700円分を「協
力員」に支払う（事務所への納入はなし）。

交通費実費支給（利用者から直接支払）。

点数預託無し。

 
有給職員

の賃金 
パート：時給 800円（平均）。
ケアマネージャー：月給 25-30万円、昇給年 1回、
ボーナス 2回。 

パート：時給 1000円（試用期間は 700円）。
常勤：基本月給 18万円＋役職給（賞与有）
ケアマネージャー：月給約 28万円
非常勤ヘルパーにも賞与有。 

設立の経

緯 
もともと住民活動がさかんであった地域。自治会

（400 世帯余）が中心となり、地域の高齢化に向
けて近所で「助け合い活動」を行おうというアイ

デアから発祥。  

1970年代に建設された大規模分譲住宅で、育児や
給食といった「助け合い」活動が昔から活発。高

齢化が進み、自治会活動の中で「助け合い活動」

を本格化させた。 
今後の方

針 
障害者も高齢者も育児も含め、横断的にふれあえ

る福祉を行いたい。小規模多機能の施設を設立し

たい。 

この地域で行われている活動を一拠点にまとめ協

働したい。お年寄りと子供が同じ施設の中で触れ

合えるような、多機能な施設の設立をめざす。「助

け合い活動」はビジネスとは考えたくないので、

「協力員」への謝金を引き下げたい。  
調査時期 2004年 11月 29日 2004年 12月 19日 
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